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共進化実現プログラムの仕掛け人に聞く 
STI政策におけるSciREX事業のレガシーとは？

共進化実現プログラム： 
行政官と研究者が共に政策課題の解決に挑戦した 
2年間の成果報告会（後編）
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今年10月よりSciREX事業最後の研究プログラム「共進化
実現プログラム（第 III フェーズ）」 ※1 が始動しました。本プ
ログラムの変遷や展望を紹介すべく、前回の記事ではその運
営・評価に携わる3名よりお話を伺いましたが、行政官と研
究者の協働の在り方を問い直す挑戦的な取り組みであるがゆ
えの苦労話が漏れ出る場面も……。

そこで本記事では、2019年に共進化実現プログラムを立
ち上げ、第IIIフェーズでは行政側の実施担当も務める中澤恵
太さん（文部科学省大臣官房人事課 企画官 併 副長／SciREX
政策リエゾン）に、仕掛け人の視点からの発足当初のお話、
さらにはプログラムの運営と実施を通じて見えた STI 政策分
野における研究者と行政官の望ましい関係や SciREX 事業の
今後に関するご意見などを伺いました。

※1  本プログラムの「共進化」とは SciREX 事業の掲げるコンセプトで

あり、科学技術イノベーション（STI）政策におけるエビデンスに

基づく政策形成（EBPM）の推進に向けて、行政官と研究者が研究

課題を考えるところから共に取り組んでいく実践を指します。

従来までの慣習を脱却し、共進化の「実現」を目指す
──まず、中澤さんの SciREX 事業との関わりや共進化実現
プログラムの立ち上げの経緯についてお願いします。

【中澤】SciREX事業に初めて関わったのは2016年のことで、
SciREX 事業を所掌する文部科学省 科学技術・学術政策局研
究開発戦略課政策科学推進室（当時は企画評価課政策科学推
進室）の室長への着任がきっかけです。当時、2011年の事
業発足から5年が経っていましたが、省内での事業の知名度
はまだまだ低い時代でした。東日本大震災の発生直後でもあ
りましたので、「重要ではあるが緊急性の高くない事業」とい
う位置づけだったのではないかと想像します。また、SciREX
事業は STI 政策における EBPMの推進を目指すものですが、
省内ではEBPMのような仕事があまりされておらず、行政官
と研究者の距離も遠い状況でした。「これじゃいけないだろ
う！」と思い立ち、当時進めていた「重点課題に基づく研究プ
ロジェクト」 ※2 を見直して新たに立ち上げたのが「共進化実
現プログラム」（当時の名称は「共進化実現プロジェクト」）
です。

※2  重点課題に基づく研究プロジェクトは2016年度から2018年度に

かけて実施され、第5期科学技術基本計画で提示された課題に対し

てSciREX事業の拠点大学が連携して取り組みました。

──重点課題に基づく研究プロジェクトでは研究者の発意に
基づくシーズプッシュ型、リニアモデル型のアプローチとな
り、政策形成の現場での効果をなかなか得られなかったとい
う反省点が挙げられていますね。

【中澤】 事業発足当初から「共進化」は謳われていて、「行政官
と研究者は相談をしながら政策研究を進めていきましょう」
という建付けではありました。しかし、それまでの慣習もあ
る中での試みでしたので、両者の連絡がメールにとどまるこ
とも見られました。そうではなく、「もっとインタラクティ
ブにやっていこう！」ということで、行政側からも政策課題
やプロジェクトを提案し、研究者とやり取りをしながら進め
ることを重視したのです。研究者に対しても、象牙の塔にこ
もるばかりでなく、行政官とのより密な協働を通じた、より
リアリティーのある分析を行っていただくことを期待しまし
た。行政に活かしてこその政策研究ではないでしょうか。現
在は第IIIフェーズへと移り変わったので、方針に変更もある
かとは思いますが。

（大臣官房人事課 中澤恵太企画官）

共進化実現プログラムの仕掛け人に聞く 
STI政策におけるSciREX事業のレガシーとは？

中澤恵太さん。2001年の入省以来、産学連携や科学技術、高等教育に
関する行政に携わる。第6期科学技術・イノベーション基本計画の策定
も担当。2023年4月より現職。SciREX事業において研究活動と政策形
成・実施の現場をつなぐ役割を担う「政策リエゾン」も務める。

SciREX政策リエゾン インタビュー
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つなぐ立場から研究者と実際に協働する立場へ
──実際にプログラムを立ち上げ、マネジメントするにあ
たってはどういった点を工夫しましたか？

【中澤】大きく2点あります。まず、ドライな仕事ではなく
ウェットな仕事を心掛けました。例えば、研究プロジェクトと
行政側のマッチング段階では、行政側の適任者を所属や役職
から判断するのではなく、「こういう話が好きな人だ」「本務
と少し外れる部分があってもきちんと両立してくれる人だ」
など、ある種の人物本位の形で適性のある行政官を積極的に
お誘いしました。

2点目は、プロジェクトの審査前の段階にかなりの時間を
費やした点です。通常、こうした研究プログラムでは公募後
の審査や採択後を重視します。しかし、「共進化」を実現する
プログラムですので、審査に至る前の段階で行政官と研究者
とが行ったり来たりして、本音で話したりする時間に重きを
置きました。たとえ採択されなかったとしても、そこで行政
官と研究者が密にインタラクションしたということが共進化
の観点からは重要です。

私は SciREX 事業の担当者になる直前、研究開発局開発企
画課の課長補佐をしていました。局のとりまとめを行う、い
わゆる筆頭課です。筆頭課の課長補佐は人事にも携わります
ので、省内のかなりの数の職員とのコネクションができる立
場でした。お話ししたような工夫ができたのは、ここで生ま
れたネットワークの存在が大きかったと思います。

──中澤さんは、第IIIフェーズでは「科学技術政策における
博士号を保有する人材活用に関する調査研究」プロジェクト
（研究代表者：京都大学 祐野恵特定講師）の行政側の担当を
務められていますね。マネジメント側から実施側に変わり、
改めて本プログラムに思うところなどはありますか？

【中澤】プロジェクトの目的をざっくりいうと、博士人材（博
士号取得者）がどのように役所で活躍しているのか、ひいて
は博士人材の有するコアコンピタンスを探ることです。私は
人事課において、ちょうど人を採用し、人を育て、人を処遇
していく立場にありますので、行政側の担当をさせていただ
いています。実施側になって、やりがいや楽しさは感じつつ、

「やっぱり大変だなあ」と（笑）SciREX事業を担当する立場
にない行政官からすると、共進化実現プログラムは本来の仕
事の付加的なものです。その中で、私自身が参画するのは良
いとしても、非常に忙しい部下たちをどこまでコミットさせ
ていくかも考えどころです。

【中澤】また、行政官にも研究者にも懐の広さが求められるこ
とを実感しました。行政官と研究者のバックグラウンドや思
考回路は相当違います。お互いに穏やかでないと、「ここまで
はやれるけど、ここからは無理だな」といったことを率直に
話し合えません。過去のSciREX事業担当の経験があるので、
祐野先生と面識があったことは大きいです。「この行政をし
なくちゃいけない。そのためにどんなアプローチが必要か」
という目的ありきの議論からスタートするばかりでなく、日
ごろの関係性の中から「このあたりが面白いね」という方向
性が見えてくることもあります。

共進化実現プログラム、そしてSciREX事業は何を残せるのか
──第Iフェーズの追跡調査の結果を見ても、「関係形成や継
続的発展」が成果の一つとしてあげられていますね。中澤さ
ん自身は、共進化実現プログラムの成果についてどのように
考えますか？

【中澤】例えば、第Iフェーズ（2019年度～2020年度）で
採択した「イノベーション・エコシステムの構成要件に関す
る調査・分析」プロジェクト（研究代表者：九州大学 永田
晃也教授）の研究は、2022年 3月に終了したセンター・オ
ブ・イノベーション（COI）プログラムの評価に資するもの
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です。こうした個々のプロジェクトの成果に注目して評価し
ていくことは重要です。しかし、共進化実現プログラム、あ
るいは SciREX 事業の成果の本質は、目に見えない部分にあ
るのではないかと私自身も考えています。省内で政策科学や
EBPMに興味のある行政官が増えている状況であったり、研
究者との協働を通して共有された視点や新たに生まれた関係
性であったりです。こうした波及効果や関係性、ネットワー
クこそがSciREX事業の無形資産だと思います。

──共進化実現プログラムで生まれた関係性という意味で
は、今年9月に実施した座談会において、その関係性を活か
した行政官と研究者とのより活発な人的交流への意見も挙が
りました。STI 政策分野における両者の今後の協働関係につ
いてはいかがでしょうか？

【中澤】 今は転職をしやすく、世の中のキャリアも多様化して
いる時代です。省内でも「半分行政官、半分研究者」という
働き方をされている方もいます。今後、「行政官」と「研究
者」とでインタラクションをしていくことはもちろん、その
立場を固定しすぎないことも大切ではないでしょうか。アメ
リカのようにリボルビングドア（官民で人材が流動的に行き
来する仕組み）をもっと増やすことも考えられます。

──最後に、これからの時代の STI 政策をより良いものにし
ていくためにも、共進化実現プログラム、ひいてはSciREX事
業で残すべきことについてお願いします。

【中澤】行政官と研究者はもちろん、政治家や民間企業の方を
含めたステイクをホールドしている方々が、それぞれの知見
を持ち寄りながらうまく物事を決めたり物事を動かしたりし
ていくことができると良いと思います。そのためには日頃か
らお互いに話せたり、他の誰かと容易につながったりできる
環境が大切であって、SciREX事業が10年以上かけて築いて
きたエコシステムを残すべきです。これまでに大勢の人がこ
の事業に関わってきました。全く別の場所で活躍している人
もいますが、必ずどこかでつながっています。この大きく広
がったエコシステムこそが SciREX 事業のレガシーです。共
進化実現プログラムも SciREX 事業も残り約 2年で終わりま
すね。うまく引き継いでいって欲しいなと願います。

──アドバイザリー委員会での議論においても、SciREX事業
のネットワークの持つ価値や今後の在り方に関するご意見が
多く上がっています。残り約2年となった共進化実現プログ
ラム、そして SciREX 事業の展望を検討する上で重要な事項
かと思います。本日は貴重なお話をありがとうございました。

「SciREX 事業のことは愛おしくてたまらないのですが……」と、取材の最後に
中澤さん。「実は、『大好きだけど、大嫌い』という感覚なんです」。共進化を絵
に描いた餅にしないために、相当もがいたといいます。「実際に取り組む中で、
人間関係も含んだ本当の難しさを理解することが大切だと思っています」。

参考資料
前回の記事では、共進化実現プログラム運営・評価に携わる3名より本

プログラムの変遷や第IIIフェーズの目指すべきについて伺いました。

【座談会】共進化実現プログラム（第IIIフェーズ）開始にあたって 

～プログラム運営・評価側は SciREX 事業最後の研究プログラムをどう

捉えるか～（小林信一×小野山吾郎×安藤二香）

https://scirex.grips.ac.jp/newsletter/vol22/01.html

共進化実現プログラム（第Iフェーズ）では、終了から1年半後に追跡調

査を実施しました。プロジェクトの状況や参加者個人の意見を収集した

ものです。

共進化実現プログラム（第 I フェーズ）追跡調査の結果及びアウトカム

の整理

（科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」

アドバイザリー委員会（第18回）配付資料【1-1】）

https://www.mext.go.jp/content/20230420-mxt_chousei02-00

0029396-01.pdf

SciREX事業アドバイザリー委員会は、文部科学省の下に置かれ、SciREX

共進化実現プログラムの仕掛け人に聞く 
STI政策におけるSciREX事業のレガシーとは？

SciREX政策リエゾン インタビュー
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事業の方向性の検討等を行う機関です。これまでの資料や議事録は以下

のページよりご覧いただけます。

科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」

アドバイザリー委員会（文部科学省） 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/gijyutu/025/

giji_list/index.htm

取材・撮影・執筆：梶井宏樹（SciREXセンター 専門職）
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共進化実現プログラム第IIフェーズ（2021年6月～2023
年3月）の成果報告会を、2023年6月2日（金）、8日（木）
の二日間にわたりZoomで開催しました。同プログラムは、
SciREX事業が2019年度から進める研究プログラムで、科学
技術イノベーション（STI）政策におけるEBPM（エビデンス
に基づく政策形成）の新しい実践の形です。国の具体的な政
策課題に基づき、政策担当者と研究者とが対話をしながら課
題設定の段階から政策研究に取り組みます。

本記事では2日目の様子をダイジェストで報告します（初
日の様子はこちらの記事をご覧ください）。第IIフェーズに実
施された全11プロジェクトの内、4プロジェクトが2年間の
取り組みや成果を報告しました。

※ なお、登壇者の所属は共進化実現プログラム第IIフェーズ終了時のも

のです。

成果報告会のプログラム

1日目（こちらの記事からご確認いただけます）
開会
セッションA（座長：伊地知 寛博 氏）
①研究開発プログラムの開発・評価に資するエビデンス構築
の研究（代表：林 隆之 氏、担当課室：研究開発戦略課評
価・研究開発法人支援室）

②児童生徒の心と体の健康の保持増進に向けた教育データの
活用（代表：川上 浩司 氏、担当課室：健康教育・食育課）

③イノベーション・エコシステムのハブ拠点が有する自立
性・持続可能性の要件に関する調査研究（代表：永田 晃也 
氏、担当課室：産業連携・地域振興課）

④我が国の大学等による宇宙分野の人材育成支援活動のため
の国内枠組みと展開可能性（代表：Verspieren Quentin 
氏、担当課室：宇宙開発利用課）

⑤ディスカッション「研究者と行政官の共働によるプロジェ
クトの研究方法や課題へのアプローチについて①」

セッションB（座長：田辺 孝二 氏）
①レジリエントな産学連携とイノベーション・システムのた
めのエビデンスの収集と分析(代表：隅藏 康一 氏、担当課
室：産業連携・地域振興課)

②科学技術・イノベーション政策の経済社会効果分析の政策
形成プロセスへの実装（代表：池内 健太 氏、担当課室：
研究開発戦略課）
③「将来社会」を見据えた研究開発戦略の策定における官・
学の共創（代表：平川 秀幸 氏、担当課室：研究開発戦略
課戦略研究推進室／人材政策課）
④ディスカッション「研究者と行政官の共働によるプロジェ
クトの研究方法や課題へのアプローチについて②」

1日目総括

2日目（本記事）
セッションC（座長：吉本 陽子 氏）
①我が国の宇宙デブリ関連の国際ルール形成・標準化のた
めの官民連携に関する研究 （代表：鈴木 一人 氏、担当課
室：宇宙開発利用課）
②博士等に関する情報基盤の充実・強化及び人材政策と大学
院教育の改革に向けた事例研究（代表：渡邊 英一郎 氏、担
当課室：人材政策課）
③ディスカッション「研究者と行政官の共働によるプロジェ
クトの研究方法や課題へのアプローチについて③」

セッションD（座長：下田 隆二 氏）
①自然科学と文化芸術、人文学・社会科学の多様な連携の社
会的価値の可視化と実践的手法（代表：城山 英明 氏、担
当課室：大臣官房政策課政策推進室／文化庁企画調整課）
②新型コロナウイルス感染症による暮らしへの影響分析－オ
ントロジー工学による接近（代表：諸賀 加奈 氏、担当課
室：高等教育企画課）
③ディスカッション「研究者と行政官の共働によるプロジェ
クトの研究方法や課題へのアプローチについて④」

2日目総括
閉会

2日目は4プロジェクトが取り組みや成果を示す

行政官と研究者が共に政策課題の解決に
挑戦した2年間の成果報告会（後編）

共進化実現プログラム（第IIフェーズ）
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【C-1：鈴木 PJ】宇宙デブリの国際規範形成に向けた日本の
これからのアプローチを検討
2日目は、鈴木一人氏（東
京大学 教授）が代表を務める
「我が国の宇宙デブリ関連の
国際ルール形成・標準化のた
めの官民連携に関する研究」
プロジェクト（鈴木PJ）の報
告から始まりました。鈴木氏
は、プロジェクトの目的が宇
宙デブリ関連の国際ルールを
作っていくこと、さらにはこ
の分野における日本の技術を
国際標準化していくことであったと説明。①日本が優位性を有
する可能性のある技術・サービスの識別、②宇宙デブリ関係
の規範に関する日本の国内意思決定プロセスの評価、③日本
の国際規範策定・促進に向けた戦略の評価、④米国および欧
州を含む国際的な比較研究の順で研究を進め、⑤規範の策定
と促進のために日本政府がとるべきアプローチの特定を行っ
たといい、それぞれのステップの具体的な内容についても報告
をしました。プロジェクトのこうした成果や日本の取り組みに
ついては、国連総会第一委員会のオープン・エンド作業部会
や国際宇宙会議などで紹介する機会に恵まれたといいます。

さらに、鈴木PJでは研究者と行政官が発見や課題を随時共
有しながらプロジェクトを進めたこと、博士前期課程の学生を
研究協力者として採用するなど人材育成にも力を入れたこと

にも言及。共進化実現プログラムを通じてさまざまなことが可
能になったと感謝の意を表し、行政側の担当課室である文部
科学省宇宙開発利用課の栗林俊輔氏にコメントを求めました。

栗林氏は、行政側の人事異
動に研究者側が上手く対応し
てくれたことに謝意を示し、
鈴木 PJ の取り組みや提案が
「非常に示唆に富んだもので
あった」とコメント。今年広
島で開催された主要国首脳会
議（G7サミット）の首脳宣
言においても宇宙利用に関す
る内容が含まれるなど、宇宙
利用をめぐる状況が大きく変
わる中、鈴木PJに関わることができたことは幸運だったと述
べました。

報告後、4名の参加者と鈴木氏とのディスカッションが行
われました。アドバイザリー委員会委員の有信睦弘氏（広島
県立叡啓大学 学長）からの「国連等での発表時の鈴木氏の立
場」に関する質問には、「専門家として招待され、国の代表
ではなく研究者として発表した」と回答。同委員会委員の長
岡貞男氏（東京経済大学 教授）が鈴木 PJ の研究内容や宇宙
デブリ処分の最終的な負担者について尋ねると、「国際規範
を作ることが極めて困難な近年の国際情勢の中、これまでの
規範形成理論が有効かどうか、有効でない場合はどのように
克服すればよいのかという点が今回の研究の中心としてあっ
た」と応じ、後者については今後の検討課題であり、10月
より始まる共進化実現プログラム第 III フェーズで採択され
た際にはぜひ取り組みたいと答えました。これを受けて有本
建男氏（政策研究大学院大学 客員教授）が「鈴木 PJ の課題
や取り組みは非常に具体的な段階にあり、共進化実現プログ
ラム以外の選択肢もあるのではないか」とコメント。鈴木
氏は共進化の枠組みで研究をさらに突き詰めたいとし、第III
フェーズ採択への意気込みを示しました。最後に、進行役の
吉本陽子氏（三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社 
主席研究員）による「宇宙利用に関する規範形成時のカウン
ターパートはどこか」との質問に対し、鈴木氏は宇宙のガバ
ナンスに関しては宇宙条約に基づき民間企業ではなく政府が

鈴木氏

栗原氏 

鈴木PJが今回採用した研究の進め方〈図版提供：鈴木一人氏〉
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行政官と研究者が共に政策課題の解決に
挑戦した2年間の成果報告会（後編）

責任を持つことになっている点などを補足した上で、「カウ
ンターパートは政府や規制機関である」と答え、鈴木PJの発
表を締めくくりました。

【C-2：須藤 PJ】博士人材がますます活躍できる環境整備の
ための基盤を
「博士等に関する情報基盤
の充実 ･強化及び人材政策と
大学院教育の改革に向けた事
例研究」プロジェクト（須
藤 PJ）からは、今年 4月よ
り代表を務めた渡邊英一郎氏
（科学技術・学術政策研究所
（NISTEP）総括上席研究官）
が登壇。本PJの目的は、優秀
な博士人材が多様な分野にお
いて正規の職を得てリーダー
として活躍する展望を描ける環境整備、そのために必要な政
策群の立案根拠となるエビデンスの提供であり、6つの調査
研究課題（右図）から取り組んだことを説明しました。具体
的には、修士課程在籍者、博士課程修了者をそれぞれ対象と
したアンケート調査を実施し、そこで得られた個票データを
元に大学院研究環境と進学動向の因果関係などを分析。さら
には人材データ活用や海外比較に係る調査研究も実施したと
いいます。また、事前に行政側の担当である人材政策課人材
政策推進室との相談や議論を行うことで政策側のニーズを取
り込んだこと、プロジェクト進行中も互いの進捗を密に共有
し合ったことなど、共進化を意識した点も強調しました。

本PJの研究活動の結果、博士課程修了者の雇用先、修士課
程在籍者が進学ではなく就職を選択した理由、博士課程修了
後の職務に対する満足度に博士課程時代のテーマとの関連性
が影響していることなど、博士人材が活躍していくための環
境を整備する上で重要なさまざまなエビデンスが得られ、す
でに新規事業におけるロジックモデル策定や審議会等でも活
用されているといいます。社会人博士の割合が多い現状を踏
まえ、修士課程を修了してから数年後に社会人博士として大
学院に戻るというキャリアパスにも注目していきたいと、今
後の展望についても言及しました。

本PJの行政側からは人材
政策課の高見暁子氏が発言。
節目節目での研究者と行政官
との意見交換が活きているこ
とを感じるような内容であり、
今後の政策形成上の判断を大
いに助けるだろうと述べ、本
PJの報告をまとめました。

質疑応答では4名の参加者
から手が挙がり、博士人材に関する大規模アンケート調査
などを担った川村真理氏（NSITEP 上席研究員）が応じまし
た。アドバイザリー委員会委員の狩野氏（岡山大学副理事 教
授・薬学部長）は「NISTEP の規模を活かした調査であり、
因果的な推論にまで踏み込んだ非常に良い内容」とプロジェ
クトの活動を評価した上で、専門分野別のサブグループ解析
の実施に関して尋ねました。川村氏は、社会人かどうかとい
うこと以外にも、国公立大学と私立大学に分けたデータなど
も取っていると回答。また、属性によってデータの振る舞い
が異なることにも触れました。続いて、アドバイザリー委員
会の長岡氏が、論文博士が減少している状況を踏まえた全体
としての博士号取得者数について質問。川村氏は、博士課程
に直接進学する学生が3分の1程度に減っている影響が大き
く、深刻な事態であると答えました。アドバイザリー委員会
委員の小林信一氏（広島大学 副学長・大学院人間社会科学研
究科長）は、かねて心配されることもあった博士人材追跡調

渡邊氏

須藤PJのプロジェクトスタート時の全体像。なお、③の成果の一端を、共同代
表者の吉岡（小林）徹氏が登壇した第46回SciREXセミナーの報告記事よりご
覧いただけます 〈図版提供：渡邊英一郎氏〉

共進化実現プログラム（第IIフェーズ）

高見氏
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査（JD-Pro）の回答率に関し
て質問。川村氏は、パネル調
査である以上回答率の低下は
避けられないものの、統計手
法的に問題のない水準での調
査が続けられていることを報
告しました。最後の質問者は
博士人材のキャリア支援に携
わる一般参加者です。キャリ
ア志向性と実際の進路の関係
を分析することが可能かとい
う質問に対し、川村氏は、在学中のキャリアの志望と実際の
就職先のデータも収集していることを紹介した上で、「分析
をすれば多少はわかる部分もあるのではないか」と回答しま
した。質問者からは今後の分析への期待が伝わるコメントが
寄せられ、本PJの発表は終了しました。

【ディスカッション】研究者と行政官の共働によってもたら
されることは？③
初日に引き続き、セッション後はプロジェクトメンバーと

参加者によるディスカッションが行われました。進行役は座
長の吉本氏、テーマは「行政官と研究者の共働による研究プ
ログラムの良かった点と改善点を振り返る」です。鈴木氏は
開口一番に行政側の人事異動によるプロジェクト進行上の苦
労を指摘しました。「研究やモノの考え方というのは、どうし
ても人に付くもの。いかに申し送りがあったとしても最初か
らまた始めるということになってしまうし、行政官によって
関心も理解も異なる。これを所与の問題として織り込んで、
研究者側でいかに継続できるような体制を組むかが重要」と
コメント。これを受け渡邊氏は、自身のプロジェクトの研
究主体がNISTEPであったからこそできた面はあると断りつ
つ、「人事異動の影響をなるべく抑えるために、行政側と研究
側の日ごろのコミュニケーションを密にすることが重要」と
述べました。また、「政策に非常に近接したテーマとして実施
することに加えて、研究として何か新しいことをやる必要が
ある。人的エフォートもそれほど多く割けない中で、このバ
ランスをどうとっていくかがプロジェクトを運営する上での
課題になるだろう」と、共進化実現プログラムの今後の改善
点にも言及しました。

アドバイザリー委員会委員
の狩野氏が博士号を有する行
政官に意見を求めたところ、
人材政策課の對崎真楠氏が応
答。より深い分析結果を政策
にうまく結び付けることへの
興味や意欲を示した上で、「研
究者との日ごろからのコミュ
ニケーションや議論を通し、
機動的にデータを出すところ
は出し、長期的な研究が必要
な課題があればそれはそれで一緒にやらせていただきたい」
と、第IIIフェーズへの意気込みを語りました。

最後に、アドバイザリー委員会委員の有信氏がコメント。
報告会初日でも行政側の人事異動が問題として大きく取り上
げられたことに触れた上で、文部科学省内での評価がきちん
となされているのかという点、属人的でない部分の枠組みを
作ることが可能かどうかという点についての検討があると良
いのではないかとし、ディスカッションをまとめました。

鈴木氏（左上）、渡邊氏（中央）、吉本氏（右上）、有信氏（左下）、狩野氏（右下）

【D-1：城山 PJ】異分野の連携が進む博物館ではどのような
価値が生まれ得るか
「自然科学と文化芸術、人文学・社会科学の多様な連携の
社会的価値の可視化と実践的手法」プロジェクト（城山 PJ）
からは、3名の研究者と 1名の行政官が報告を行いました。
まずは代表の城山英明氏（東京大学 教授）が概要を説明。文
化芸術、自然科学、人文学・社会科学の連携事例を収集・分
析し、それらの社会的価値の評価手法と連携を実現するため
の実践的手法・体制について検証することを目的としたプロ
ジェクトであったこと、初年度には連携の類型化とそこから

川村氏 對崎氏
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生じる社会貢献の整理を行い、2年目には文化芸術・科学技
術の連携に向けた試行的なアクションリサーチを博物館等に
おいて実施したといいます。アクションリサーチの説明を金
間大介氏（金沢大学 教授）に、連携評価から生まれるアウト
カム評価の課題に関する説明を松尾真紀子氏（東京大学 特任
准教授）に、そして行政側からの意見を中尾智行氏（文化庁
博物館振興室）に引き継ぎました。

城山PJの発表者。城山氏（左上）、金間氏（右上）、松尾氏（左下）、中尾氏（右下）

金間氏は、初年度の取り組みで浮かび上がった問題意識を
イノベーションや社会的価値の文脈から取り出し、豊田市美
術館、大阪市立自然史博物館、理科ハウスでのアクションリ
サーチによる検証を行ったことを説明。その結果、対話型鑑賞
法によって表現力、創造性といった能力が滋養される可能性、
キュレーションスキルのマーケティング活用への展開の可能
性、主体性醸成要因としての環境要因とコミュニケーション要
因の重要性などの多くの示唆が得られたことを報告しました。

3つの文化施設を対象にしたアクションリサーチの結果得られた主な成果〈図
版提供：金間大介氏〉

続いては松尾氏。「自然科学と文化芸術、社会科学の連携を
進めると社会貢献・価値が創造されることはわかるが、これ
まで十分に評価されてこなかった」とアウトカム評価の現状
と課題を指摘します。定量化や因果関係の立証、影響範囲の
明確化、画一的な基準の設定が困難なことが主な理由です。
今後は、生産的相互作用も評価の対象としていくことや、評
価指標を所与のものとしないこと（評価する側とされる側に
よる事前の議論の場を設けた上での指標設定）、「場」や「空
間」を作る「つなぐ人」の活動が評価されることなどが重要
ではないかと、改善に向けた方策を提示しました。

中尾氏は、博物館の社会的価値や便益がまだまだ可視化さ
れていない状況に警鐘を鳴らします。2000年代に入ってか
ら博物館予算の減少が特に著しく、全国で約5700ある博物
館などのほとんどは経営面で逼迫しているといいます。この
状況を打破するためにも、城山PJの取り組みは博物館の価値
を社会に示していく一つの新しいアプローチであり、こうし
た成果を社会に提示し続けることが重要とし、城山PJの報告
をまとめました。

続く質疑応答では、アドバイザリー委員会の狩野氏と有信
氏より手が挙がりました。狩野氏は、学芸員や科学コミュニ
ケーターといったつなぐ人材の育成方法と、活躍の場の創出
方法、その評価指標について質問。金間氏は学会での発表に
おいて城山 PJ の成果に対して多くの学芸員から質問が寄せ
られたことを紹介し、「ようやく対話が始まった段階。少しず
つ活動を広げていければ」とコメントしました。後者につい
ては松尾氏が応答。「ワンフィッツオールのような基準はな
かなかない。評価する側とされる側による事前の議論を通し
て、その研究から何を成果として生み出したいのかという点
の相互理解を深めることで、評価の仕方が検討できるように
思う」と意見を述べました。有信氏は、科学技術のブレイク
スルーとイノベーションが離れ離れになっているケースも多
い中で、人文学・社会科学が果たす役割に関する一層の議論
に期待を寄せました。城山氏が「分断されているものをつな
ぐ一要素としてアートは一定の役割を持っているが、どのよ
うな役割を果たしているのかを可視化することが第一歩とし
て重要だろう」と応じ、城山PJの発表は終わりました。

行政官と研究者が共に政策課題の解決に
挑戦した2年間の成果報告会（後編）

共進化実現プログラム（第IIフェーズ）
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【D-2：諸賀PJ】大学生はコロナ禍をどう捉えた？ オントロ
ジー工学が示す感染症対策への示唆
「新型コロナウイルス感染
症による暮らしへの影響分析
－オントロジー工学による接
近」プロジェクト（諸賀 PJ）
からは、代表を務めた九州大
学客員助教（九州共立大学講
師）の諸賀加奈氏が登壇。コ
ロナ禍における日常生活や大
学生活への影響、生活者の
受け止め方を分析することに
よって、次なる感染症の拡大

などの緊急事態が生じた際の行政及び大学の適切な対応につ
いて示唆を得ることを目的としたプロジェクトであったこと
を説明しました。まず、一般生活者と大学生に分けてヒアリ
ングやプレアンケートを実施し、オントロジー工学によりコ
ロナ禍における日常生活シーンを行為と方式に分解するなど
して、日常生活の行為に関する概念体系をモデル化。行動・
意識変容に関するアンケートなども実施し、それらのモデル
の定量評価も行いました。プロジェクトの2年目では、大学
生活または暮らし全体における充実度に影響する行動パター
ンモデルについて重回帰分析などを行ったといいます。その
結果、充実度に関して、大学生活を対象に、それぞれの属性
についてどのような行動パターンの特徴があったのかを示す
ことができました。例えば、コロナ禍前の大学生活を経験し

諸賀氏

大学生活の充実度における重回帰分析の結果〈図版提供：諸賀加奈氏〉
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た学年ほど充実度が下がっていること（学部4年生が最も低
く、学部2年生が最も高い）、緊急事態宣言対象地域の学生の
方が充実度は高かったこと、男性の方が女性よりも充実度が
高かったことなどが明らかになったといいます。

こうした分析結果を踏まえ、「現状を前向きに捉えて行動す
るように促すことが対策の1つと考えられる」と諸賀氏。属性
や受ける制約の違いに配慮した支援もしつつ、いかに効果的
にかつ適切な情報を伝えるかが になるだろうと、次なるパ
ンデミックの際の対応を示唆しました。アンケートの設計段
階での行政官との意見交換において研究者だけでは気付かな
いような発想を得られた点、研究がどのように政策へ活用で
きるのかという部分を行政官と共に進めることができた点が
とても良かったと共進化の意義にも触れ、担当である高等教
育局高等教育企画課の依田浩崇氏にコメントを求めました。

依田氏は、新型コロナウイ
ルス感染症の流行当初は、学
部1年生や2年生への影響が
大きいと仮定して施策を打っ
てきたものの、諸賀PJの研究
ではその予想に反する結果が
出たことに言及。新型コロナ
ウイルス感染症と類似の危機
が訪れた際の対応を今後検討
する上でも有意義な研究と述
べました。

諸賀PJの発表を受け、3名
のアドバイザリー委員会委員
が発言。まずは、有信氏が、今
回抽出した行動パターンの妥
当性を尋ねました。諸賀氏は
アンケートの自由記述から特
に特徴的な 28の行動パター
ンを抽出したことに言及した
上で、共同研究者の古川柳蔵
氏（東京都市大学 教授）に説
明を求めました。古川氏は、
アンケートの手法やサンプルに関する検討の余地はあるだろ

うとしつつ、「以前に実施したアンケート結果も踏まえると
妥当と考えている」と回答。奥和田久美氏（北陸先端科学技
術大学院大学 客員教授）は、分析結果の一般化やさらなる考
察、提言を行うことで成果がより有意義なものになるのでは
ないかと、今後の取り組みに期待を寄せました。続けて長岡
氏が「オンライン会議システムのようなIT技術の発展による
要因と感染症の影響による要因を分けて分析することはでき
ないか。また、新型コロナウイルス感染症の影響で、学力が
低下した可能性もあり得る。そうした問題とリンクした分析
も意義深いように思う」とコメント。両者からの意見に対し、
諸賀氏が「分析を掘り下げ、検討を進めたい」と応じ、諸賀
PJの発表は終わりました。

【ディスカッション】研究者と行政官の共働によってもたら
されることは？④
セッションDでも、行政官と研究者の共働による研究プロ
グラムの良かった点と改善点を振り返る」をテーマにディス
カッションが行われました。進行役は座長の下田隆二氏（政
策研究大学院大学客員教授）です。

まずは城山氏がコメント。1年間の試行期間を設けた枠組
み ※でのスタートとなった城山PJは、2年目に継続実施すべ
く、課題をブラッシュアップした上で適当な担当課室を探す
必要があったといいます。結果としてうまくつながったもの
の、その過程では多くの苦労があったとし、行政側のプロ
ジェクト担当を務めた加藤裕理氏（科学技術改革 TF 戦略室
ワクワク挑戦チーム /国際課→文化庁）にコメントを求めま
した。加藤氏は、分野横断型のテーマでは担当課室を決める
ことが難しく、課題として認識されたとしても解決に向かっ
て進みにくいことがあると指摘。他のプロジェクトとの違い
として、城山PJの行政官は人事異動に左右されずに最初から
最後までプロジェクトを担当できたことを挙げ、プロジェク
ト運営の大きなメリットをもたらしたと述べました。

諸賀氏は、行政官と研究者の共働により互いに新たな気づ
きを得られること、研究成果が政策に活用されやすくなるこ
とを挙げ、「共進化の場がSciREX事業以外でも増えると良い
のではないか」と言及。また、諸賀PJも例に漏れず行政官の
人事異動で苦労したといいます。その反面、「ポジティブに考
えるとすれば、多くの行政官に私たちのプロジェクトの取り

依田氏

古川氏

共進化実現プログラム（第IIフェーズ）

行政官と研究者が共に政策課題の解決に
挑戦した2年間の成果報告会（後編）
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組みや研究について知っていただけた」と締め、セッション
Dのディスカッションは終了しました。

セッションDのディスカッションの登壇者。城山氏（左上）、加藤氏（右上）、
諸賀氏（左下）、下田氏（右下）

※ 第IIフェーズでは、共進化実現プログラムの基本的な設計を踏襲しつつ、プ

ログラムとして共進化を育むような仕組みを導入。課題や協働先が明確で

ないものに関しては「準備ステージ」という形で採択し、行政部局の担当

課室が見つかったプロジェクトを翌年に「実現ステージ」として継続しま

した。第IIIフェーズ（2023年10月～）においてこの仕組みは導入されな

かったことから、第IIフェーズの大きな特徴といえます。

2日目総括、閉会
吉本氏は、2日目の報告内容や議論から3点を振り返りま

した。まずは行政官の人事異動についてです。日本の行政に
おいて人事異動はなくならないことを前提に、民間企業でな
されているようなガバナンスなどの仕組みづくりが重要で
あることを指摘。2点目は、共進化における学際領域の研究
テーマについて。行政の縦割りの文化の中でその受け手をど
のように見つけるかが課題としました。そして3点目は、「政
策のための科学」や「共進化」の今後の在り方についてです。
変化が激しい時代においてもそれらが効力を発揮していくた
めにはどうすれば良いか検討する必要があるだろうと述べま
した。

続いて下田氏は、進行役を務めたセッションDのプロジェ
クトについてコメント。城山PJは文化行政という従来のSTI
政策の範疇を超える領域にまで踏み込んだ発展形としての共
進化プロジェクトの例であろうと評し、こうした取り組みの
重要性に言及。諸賀PJに対しては、収集したデータは非常に

貴重なものであるとし、アドバイザリー委員会の方々からの
意見なども踏まえたさらなる分析に期待を寄せました。さら
に、成果報告会全体を振り返り、「行政官の人事異動への対応
と、複数の行政の担当部局にまたがるようなテーマへの対応
が、今後の共進化実現プログラム、あるいは類似の研究プロ
グラムを進めるにあたって非常に重要な検討課題であると認
識した」とまとめました。

最後に、文部科学省で SciREX 事業を所掌する研究開発戦
略課政策科学推進室長の小野山吾郎氏が 2023年 10月より
始まる共進化実現プログラム第 III フェーズの進捗などを簡
単に報告した後、発表者や進行役、参加者への感謝、閉会の
辞を述べて2日間にわたる成果報告会を締めくくりました。

セッションCの進行役を務めた吉本氏（左上）、セッションDの進行役を務めた
下田氏（右上）、本成果報告会を主催した政策科学推進室の室長 小野山氏（下）

文：宮田 龍（サイエンスコミュニケーター）

編集：梶井 宏樹（SciREXセンター 専門職）
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